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高周波標準

1.　研究の背景

　高周波，マイクロ波等の電磁波は，近年広い産業分

野で利用されるようになり，ますます高周波化，広帯域

化してきた。それに伴って，電磁波諸量の高度の計測技

術や計測器が広く用いられている。RF（Radio Frequency :

高周波・マイクロ波周波数域）では，それ以下の周波数

での集中定数的扱いと異なり，分布定数的，波動的な

取り扱いが必要となる。このため，低周波における電

圧，電流，抵抗などに代わって電磁波の種々のパラ

メータが基本的な測定量として重要になる。これらに

は，エネルギー関連量として，電力，電磁界強度，雑音

等があり，回路量として，インピーダンス，反射率，減

衰量，位相量等多くの種類がある。周波数領域でみる

と，1 MHz以上の高周波，マイクロ波，ミリ波を経て，光

の領域まで非常に広い範囲にわたる。一方，電磁波は，

高周波，マイクロ波領域では周波数帯域に対応して，

各種の同軸，導波管，空間及び種々の線路が伝送媒体

として使用される。近年，細径同軸や平面回路の発達

と高性能コネクタの実現等により，数10 GHzに至る

広帯域，大容量の信号伝送，高速デバイス間の信号伝

送，精密計測など利用範囲が急速に拡大している。導

波管は，おもに10 GHz以上のマイクロ波，ミリ波領域で

用いられ，周波数帯域によって種々のサイズがある

が，低損失伝送，大容量伝送等の特徴を生かして，レー

ダ，マイクロ波通信，衛星通信等，従来から広く用いら

れている。このように電磁波諸量は，周波数，伝送路及

び測定量等の組み合わせにより，多様な広がりを持っ

ている。

　これら電磁波に関連する種々の量に対する計測の

信頼性を確保するには，基盤となる高度の標準及びト

レーサビリティを確立し，計測器の性能を保証するこ

とが不可欠である。一方，標準を取り巻く内外の動向

は，貿易のグローバル化と自由化の促進にあいまっ

て，近年大きく変化してきた。国内的には，計量法に基

づく新しいトレーサビリティ制度と試験所認定制度

の整備が推進されつつある。国際的には，昨年国立標

準研究所のMRA（相互承認）に向けた合意がなされ，

BIPM（国際度量衡局），地域計量組織，各国標準研究所

の間で，MRA推進のための活発な活動が開始された。

この動向に対応するには，各国の標準とトレーサビリ

ティの整備が急務である。

　高周波標準に関し，海外では，ヨーロッパ，アメリカ

等の先進諸国はじめアジア諸国においても，近年の

高周波化及び広帯域化に対する要求に応えるため，R F

標準の開発が積極的に進められている。一方，CIPM

（国際度量衡委員会）のCCE（電気諮問委員会）GT-RF

（高周波作業部会）やAPMP（アジア太平洋計量計画）等

が主宰するRF標準の国際比較も種々計画されている。

　電磁波標準に関し，これまでも当所では，いくつか

の量について，我が国独自の方式による高精度計測技

術の研究を行い標準を開発するとともに，国際比較に

も参加した。また，計量法による新しいトレーサビリ

ティ制度が199 3 年から開始され，高周波電圧，電力及

びレーザパワーについて特定標準器により指定校正

機関の日本品質保証機構の副標準器への校正さらに

認定事業者の特定二次標準器への校正と認定事業者

のユーザへの校正が始まった。しかし，これまで必ず

しもこの制度によるトレーサビリティ体制が十分で

はなく，2000年4月より改正計量法により事業者の範

囲を拡大しトレーサビリティの充実が図られること

になっている。

2.　これまでの研究経過と現状

　電子技術総合研究所では，これまで，高周波標準の
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開発のため，導波路系の電力，減衰量，インピーダン

ス，雑音及び自由空間中の電磁界強度等の精密計測技

術の研究を行ってきた。

　電力に関し，マイクロ波広帯域RF電力標準の研究の

一環として，マイクロ波帯では，主に同軸系で，ミリ波

帯では主に導波管系で研究を行ってきた。これまで，

14 mm同軸の1.3 GHz及び導波管10 GHz電力標準を開

発し，JCSS校正を行ってきた。また，ミリ波35 GHz及び

94GH z の電力標準を開発した。これらは，いずれも各

ポイント周波数で開発されたが，今日，より広帯域化，

高周波化が必要になっている。このニーズに応えるべ

く，10 MHzから40 GHzまでの同軸系で2種類の電力標

準の研究を行い，校正システムを開発した。

　7 mm同軸電力に関して，Fig.1に示す10 MHz～18 GHz

の広帯域電力測定カロリメータに基づく校正システ

ム1- 3 )を開発し，広帯域同軸電力標準を確立した。これ

は，広帯域信号源，カロリメータ，自動計測制御装置等

から成る。広帯域RF負荷をカロリメータの測定端に接

続して等温制御方式のtwin型カロリメータによりRF

電力を測定し，同時にモニタ電力を測定して広帯域に

被試験電力計を校正する。計測は，電力の精密自動コ

ントローラとグラフィックプログラミングにより容

易に実行できる。開発したカロリメータ，制御系など

を統合して全帯域で校正実験及び不確かさの評価を

行った。この結果，本システムの最良の標準不確かさ

として周波数10 MHzから18 GHzにおいて，0.1～0.21 %

が得られた。被試験電力計の校正の例では，校正標準

不確かさ0.16～0.65 %が得られた。

　2.9 mm同軸電力に関して，7 mm同軸と同様の原理に

より，カロリメータ及び校正システムを開発した。不

確かさ評価の結果，本システムの最良の標準不確かさ

として周波数10 MHzから40 GHzにおいて，0.2～0.6 %

が得られた。被試験電力計の校正の例では，校正標準

不確かさ0.2～1.1 %が得られた。

　開発した7mm同軸校正システムを用いて，CIPM GT-

RF 主宰の18 GHz帯RFパワー国際比較（CCEM. RF-K8.

CL）に参加し，1999年末に2個のサーミスタマウント仲

介器について周波数10 MHzから18 GHzまでの指定さ
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れた周波数8点で校正係数の測定を行った。この比較は，

現在進行中である。

　2.9 mm同軸電力校正システムを用いて，前述の比較

と同じく，GT-RF主宰の26 GHz帯のRFパワー国際比較

（CCEM. RF-K10CL）に参加した。ドイツのPTBがパイ

ロット研究所，ET L とNR C（カナダ）が協力研究所と

なって2000年7月から参加13研究所間の巡回比較が開

始された。仲介器は，2個のサーモセンサでその校正係

数を測定することになっている。2002年3月に完了す

る予定である。

　ミリ波導波管系の広帯域電力標準の研究の一環と

して，周波数75 GHzから110 GHzまでのWバンド全帯

域を対象として精密計測技術の研究を行った。原理

は，マイクロカロリメータ方式により，広帯域でのボ

ロメータマウントの実効能率測定及び校正を行う。グ

ラフィックプログラミングにより1 GHz間隔40点の実

効能率測定を約7時間で自動計測可能であり，実用的に

優れていることが示された4)。 今後，本システムにより

測定したボロメータマウントを標準とし，位相シフト

を利用して信号源不整合を低減させる比較測定方法

により広帯域電力計の校正技術を開発する予定である｡

　減衰量標準に関しては，従来，機械的寸法や周波数

などから減衰定数が高精度で算出できるピストン減

衰器を基準とした標準が開発されてきた。しかし，そ

の後，標準の高精度化・精度維持等により適した方式

として，一次標準器の基準減衰器に低周波電気標準に

トレーサブルな1 kHzのIVD（Inductive Voltage Divider）

を採用し30 MHzピストン減衰器を2次標準器とする方

式5)について研究を行っている。

　このなかで，IVDとホモダイン検波を利用した30 MHz

と10 GHzのポイント周波数における減衰量標準を開

発したが，広帯域な標準開発・供給の要求に対応する

ため，当面の目標周波数範囲を10 MHz～40 GHzに設

定した研究を行っている。測定方法には，回路構成・回

路素子の帯域特性などの点で広帯域化に適したヘテ

ロダインを利用した中間周波置換法を採用した。中間

周波置換法は，RFの被測定器（DUT）の減衰量をヘテロ

ダイン検波の直線性（入力RF信号振幅と出力中間周波

信号振幅の比例関係）を利用して，中間周波信号（I F ）

の減衰量に変換し，中間周波数で動作する標準減衰器

（STD）の減衰量と置換して測定する方法である。

　置換測定回路の概念図をFig.2（a），（b）に示す。図の

OSCは発振器，MIXはミキサ，LOOSCは局部発振器，

LMはIFのレベルメータである。 （a）直列型では，DUT

の減衰量変化に対して，LMの入力が常に一定になるよ

うSTDの減衰量を調整し，そのSTDの変化分からDUT

の減衰量を決定する。 （b）並列型では，DUTの減衰量変

化に対して，MIX出力とSTDの出力が常に同じになる

よう，LMで観測しながら，STDの減衰量を調整し，その

STDの変化分からDUTの減衰量を決定する。直列型か

並列型かは，IF増幅器の直線特性，STDの挿入損などの

条件により決まる。実際の測定方法として （1）中間周波

数が1 kHzで，IVDを標準減衰器として利用する1 kHz中

間周波置換法には，直列型を， （2）中間周波数が30 MHz

で，ピストン減衰器を標準減衰器として利用する30 MHz

中間周波置換法には，並列型を採用した。

　（1）の1 kHz中間周波置換法方法では，高い減衰量を

測定するため光ファイバの高アイソレーション特性

を利用した中間周波置換法による10 MHz～100 MHz用

の減衰量標準装置を開発した。測定値を検証するた

め，30MHzピストン減衰器の寸法などから算出した減

衰量と比較測定し，その偏差は妥当な範囲内にあるこ

とを確認した。また，18GHzまでの周波数についても，

測定回路を試作，実験し，ヘテロダイン検波の直線性，

雑音，安定度等について，必要な性能が得られた。

　（2）の30 MHz中間周波置換法では，4 GHz～40 GHz
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で測定回路を構成し，ミキサについて局発信号の基本

波モードと第3高調波モードで実験し，それぞれ60 dB，

40 dBのダイナミックレンジや0.01 dB程度の再現性な

どの結果が得られ，基本波モードを利用すれば，ほぼ

必要な特性が得られることを確認した6)。

 　2001年度に，当所も参加して，同軸線路系の60 MHz

及び5 GHz減衰量国際比較（CCEM. RF-K. 19.CL）が予定

されており，これら装置を用いて測定する予定である。

　従来実験的な検討しかなかったヘテロダイン検波

における高調波の影響について，新たに解析的な検討

を行い，回路設計の条件を導いた7)。また，RFの減衰量

測定を応用し，LD の変調特性を利用した光ファイバ減

衰量測定方法8)等も開発した。

　受信システムやデバイスの雑音特性を評価するた

めには，雑音の計測が必要である。その基準となる雑

音標準の開発には， 2個の雑音温度が既知の標準雑音

源と，比較測定装置（ラジオメータ）が必要である。ラ

ジオメータの入力に2個の既知の標準雑音源を接続し

た時のラジオメータの各々の出力値からラジオメー

タを校正した後，その入力に未知の雑音源を接続し

て，その雑音温度を計測するという手順をとる。この

ため， ラジオメータと雑音温度の異なる2個の標準雑

音源を開発する必要があるが，特に広帯域化の観点か

ら研究を行っている。 具体的には，広帯域同軸型ラジ

オメータとして，トータルパワー型ラジオメータ及び

相関型ラジオメータ及び広帯域標準雑音源について

研究，開発を進めている。

　トータルパワー型ラジオメータは，この方式の欠点

である非直線性の影響を軽減するため検出器部に差

動検出方式を用い，使用する増幅器等の利得変動の影

響を抑えるため温水循環による温度安定化を図った。

X帯（8 GHz～12 GHz）ラジオメータを製作し，その特性

を測定，評価した9 )。この結果，本ラジオメータは雑音測

定に充分使用可能であることが確認された。

　また，相関型ラジオメータは，一般的なラジオメー

タの入力端に存在するアイソレータ等によって入力

帯域幅が制限されることを解決するため，入力部に広

帯域特性を持つ0˚/90˚ハイブリッド結合器を使用して

広帯域化を可能にした。また，相関型にすることによ

り入力雑音信号と参照雑音信号の差を測定すること

により安定化を図った。Fig.3に示す相関型ラジオメー

タのプロトタイプを製作し，6～12 GHz帯で良好な特

性が得られることを確認した10)。さらに，この相関型ラ

ジオメータを零位方式にするための，電子制御可能な

広帯域可変減衰器を開発した11)。

　標準雑音源として，広帯域で使用可能な液体窒素冷

却同軸雑音源の試作を行うとともに，この雑音源の値

付けするための等価線路法による評価法を考案した。

また，安定化した室温標準雑音源も開発している。

　インピーダンス量標準に関しても，広帯域な標準の

要求に応えるため，同軸系や導波管系について，測定

回路・素子の調整機能の自動制御などによる広帯域か

つ高精度な測定方法の研究，開発を行っている。

　磁界測定に関しては，300 kHz～30 MHz帯で3アンテ

ナ法によるループ・アンテナ校正のための研究を行っ

ている。10 cm径ループ・アンテナのアンテナ間の伝搬
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損について，集中定数回路近似などによる理論値と実

験値の比較検討を行った12)。アンテナ間距離20～40ｃm，

周波数1～30 MHzの場合は，集中定数回路近似が有効

であることが分かり，測定系の設計に有効な手段が得

られた。

　可視・近赤外レーザ / 光ファイバパワーのトレーサビ

リティの精度向上のため，ビーム・ファイバコンパチ

ブルカロリメータ13)を開発した。測定の原理は，等温制

御方式のカロリメータであり，ツイン型として外乱に

対する安定性を向上し，さらに前面でビーム用と光

ファイバコネクタ用の2種のアダプタを交換すること

により両者のパワーを同じ不確かさで測定すること

が可能となった。受光器を低反射のNiP合金（全反射率

0.07 %）で作成し，レーザとDCパワーの等価性を1に極

めて近く設計，製作し，等価性の違いは，時定数を精密

に測定することにより評価した。総合的に不確かさの

評価を行った結果，10 mWレベルで拡張不確かさ（信頼

率95 %）として0.05 %が得られ，従来の6倍の高精度化

が達成された。

3.　成果と効果

　高周波計測技術と標準及びトレーサビリティは，直

接的には，計測器メーカー等の計測技術の向上と各種

の高周波計測器の性能向上に結びつくことにより各

種の高周波利用技術と機器の高度化に寄与する。一方

2 .に述べたように産業，貿易のグローバル化に伴う基

準認証の推進により，校正，試験の各国相互の受入れ

体制が整えば，本研究の成果は，標準の確立とトレー

サビリティの拡充を通して，わが国の貿易，産業競争

力に大きく寄与すると考えられる。また，国際比較へ

の参加は，この分野において国際的地位の向上と貢献

が期待できる。

　わが国の高周波・マイクロ波利用技術及びレーザ・

光ファイバ関連技術は，世界でも最先端のレベルにあ

り，通信，情報処理，各種の電子機器，電子計測器，診断

医療など非常に幅広い分野にわたっている。これらの

技術の今後の発展には，高周波・マイクロ波の基本計

測技術がその共通の基盤として必須である。また，関

連する規格により代表されるいわゆる標準化が，各分

野において精力的に進められている。すなわち，I E C ，

ISO，JIS 等の規格化において多くの関連製品，技術の

試験，測定方法が制定されているが，これらは，標準と

トレーサビリティが前提となっている。これらに対す

る技術基盤として大いに寄与できる。

　具体的な例として，精密測定技術の研究の成果とし

て，当所のマイクロ波電力標準に関する研究で得られ

た標準ボロメータマウントは，PTB（ドイツ）の新しい

マイクロ波広帯域電力標準の開発に取り入れられ，こ

れを用いて26 GHz帯の国際比較が提案された。また，

当所の高周波電力標準に用いているカロリメータの

等温制御方式は，NIST（アメリカ）及びLC IE（フラン

ス）の各標準研究所でも採用されつつある。国内では，

当所が技術指導により横河電機とともに開発した

レーザパワー標準装置が製品化され，JCSS指定校正機

関であるJ Q A（日本品質保証機構）をはじめ企業内標

準として用いられている。

4.　今後の研究展開の方向

　2001年4月に，組織が再編され，標準分野は，一つの

NMIとして統合される。今後は，研究開発のミッション

がより明確になり，その課題として標準の研究・開発・

維持・供給がある。このうち，研究の目標は，初めに述

べたような技術の発展に対応して，より広帯域，高精

度の精密計測技術に基づく標準の開発と，国際整合性

と有用なトレーサビリティ拡充に必須となる校正シ

ステムと校正技術の開発である。また，その成果の一

つとして国際比較への参加は，技術レベルの確認と国

際的な寄与として重要である。また，品質システムへ

の適合は，国際整合性のとれたトレーサビリティを築

く上で必要である。これらを整えてMRAの校正能力リ

スト（Appendix C）へ登録することが求められている。

これらの条件のもとで貿易の基準認証が進められる。

今日，国際的にそのルールを確立しようとしており，

新組織は，その技術基盤を担うこととなっている。

　具体的な研究の展開として，特に，広帯域，高精度化

の観点から次のような標準の研究と開発を行う予定

であり，国際比較，トレーサビリティの実現を目指す。

電力は，110 GHzまでの各種の同軸，導波管系の広帯域

標準の研究，開発を行う。減衰量，インピーダンス，位

相を含むSパラメータに関し，ANA（自動ネットワーク

アナライザ）やレベルメータ等の自動測定器の校正・

試験が可能な広帯域標準を研究，開発する予定であ
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る。高周波雑音について，40 GHz，12000 Kまでの同軸

系及び導波管系の雑音標準の研究，開発を行う。RF計測

器のトレーサビリティ技術向上のため，仲介器，校正，

研修，訓練等に必要な技術のハード・ソフトの開発を

進める。レーザ関連では，CO2レーザの100 Wレベルハ

イパワー標準及び近年必要性の高いレーザビームプ

ロファイルの精密計測技術の研究，開発を推進する予

定である。
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